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消費者法分野の可能性と限界についての一考察
─ 製造物責任法と公益通報者保護法に架け橋は存在しうるのか ─
A Study of Consumer Law field’s possibility and limits
宮　島　　　薫
MIYAJIMA, Kaoru
　新しい発想の官庁としての消費者庁が発足してはや１年が経過した。この間、これま
で以上に情報公開や一般からの意見募集など後発の優位性を示すかのようなさまざまな
取り組みがなされてきたが、現実の実務は、また立法はどのような動きを見せているの
であろうか。民法の改正さえ既成事実として進行しつつある現在、本来的には一般消費
者に一番身近であるはずの消費者保護関連法規はどのような役割を果たしているのかを
注目すべき判決の検討を交えながら考察を進めようと思う。
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者がその存在をある意味後ろから支えている
のかもしれない。政権交代の良い影響もあっ
たのかもしれないが、この点についての検証
は本稿の目的とするところではない。
　他方、前述の消費者法という分野について
は、日々、道なき道を往くような状況に変わ
りはないのであろうが、新たに、他の先行す
る諸法のような資料集（５）が刊行されたり、判
例の蓄積が進んだり、果ては根本法たる・民
法それ自体の改正に向けた動きが加速化され
たり（６）と、まさに状況は日進月歩の様相を呈
しているかのごとくである。
　この分野は、単に既存の法律の適用に一喜
一憂しさえすればいい、というものでもなく、
また一方で、混乱を招くような新法の乱立は
避けねばならず、少々厄介な分野ではある。
基本的には大多数の保護の対象者が、一般的
には法律それ自体には日頃から精通している
ことが見込まれないような人々であり、しか
もできればコストや手間の面もあって、専門
家の手を煩わせることなく問題の解決を模索
したいと考えられる存在だからである。
　このような点を加味しつつ今後のこの分野
の正当にして期待されるべき将来像というも
のはどのようなものなのであろうか。一つの
仮説としては、ある消費者保護立法が、他の
同類の法律の存在によって自動的にバック
アップメンバーのような働きをすることが理
想的なのかもしれない。それは、ここからこ
こまでは○○法で、ここからは△△法です、
という発想では、ついて行けなくなる者が出
てくることも十分に考えられるからである。
裁判員制度さえ既に定着に向けて歩み始めて
いる現在、自分たちの日常生活を一番身近で
守ってくれているはずの消費者保護関連法律
についてその存在すら忘れられているようで
め、合わせて勤務校から今回再び、開学10周
年記念号である今号への執筆の機会を与えら
れたことから、この機会に経過報告としての
意味合いを持たせた考察を寄稿させていただ
けることとなった。
　もとより、明治以来に根源を有する他の諸
法とは異なり、発想そのものが異質である消
費者法という・そのものそれ自体の名称を持
つ法律はなく、カテゴリーとしての法律群に
よるまさに集団安全保障体制のようなものが、
現実には我々の日常生活に最も密着している
という・一見すると制度矛盾のようなもので
はあるが、法律の世界では改正を望めない場
合には、そのような手立てを用いることでし
か既存の制度の枠組みを乗り越えることが困
難であり、被害者たる消費者の保護の実現と
いう、結果がすべてを証明するような状況が
これからも続きそうな現実が横たわっている
ことに違いはないのである。
　さて、以下の考察では、製造物責任法や公
益通報者保護法の近時の個別事例の検討をと
おして、全体としてのこの消費者法という分
野のもつ可能性や限界点について何らかの提
言ができていることを期待しつつ稿を進める
ことにしたい。
二	 消費者庁と消費者問題についての概
況
　発足から丸１年を経過し、否が応でも最前
線でその役割を果たさねばならなくなった消
費者庁（３）ではあるが、当初の予想より、とて
もタイムリーかつ丁寧な活動がなされている
ような印象を受けることが多いのではなかろ
うか。これはやはり、外部の有識者によって
構成されている消費者委員会（４）の存在や、消
費者団体や個人を問わず「ものを言う」消費
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した事故について、被害者Ａの相続人である
原告らが本件事故の発生が、本件自動車の欠
陥に起因するものであると主張して、被告に
対し、製造物責任法３条に基づき損害賠償等
を求めた裁判である。
　尚、判決に関する資料等によれば、本件事
故は、Ａが、本件自動車の引き渡しを受けて
初めてのドライブにて発生したものであり、
本件自動車は、輸入車ではあるが、右ハンド
ル仕様であり、資料等によれば、２人乗りの
普通乗用車とあり、Ａがそれ以前に使用して
いた自動車は、同じく資料等によれば、国産
の４ドアセダンであったという。更に、本件
自動車は、ルーフ部分をトランクに収納する
ことでオープンカーとすることのできる仕様
となっている。
（₂）事案の検討
争点について
　本件自動車に製造物責任法3条の「欠陥」
が存在したか否か
［原告らの主張］原告らの主張の主要部分に
ついて列挙すれば、
ア　パーキング・ロックまたはセレクターレ
バーの欠陥
イ　駐車ブレーキの欠陥
ウ　SBCの欠陥（運転者のブレーキペダル操
作をセンサーで感知し、運転状況に応じて最
適な制動力を発揮させるためのブレーキ制御
システムのこと。）
［被告の主張］
　被告側は、Ａの駐車ブレーキの踏みこみ不
足が原因として本件自動車の欠陥については
否認している。
は先が思いやられてしまうのではなかろうか。
但し、法律そのものの役割は、守ってくれて
いる存在なのか、あるいは自分の生活をある
いは自分自身を守るために活用する道具のよ
うな存在なのか、については検討に値する点
かもしれない（７）。
　いずれにせよ、新規立法に徒に走らず、知
名度も含めて簡潔にして実効性のあるシステ
ム作りこそが求められるものであるのかもし
れない。対象となる局面は異なるかもしれな
いが。
三　注目すべき製造物責任事例について
　ここでは、比較的最近に判決として現れた
製造物責任事例のうち注目に値すると思われ
れる事例を紹介し若干の考察を加えることと
する。
【１】　坂道に停車していた自動車が、運転者
の降車後、後退を開始し、これを追いかけた
運転者が死亡した事案につき、自動車に製造
物責任法三条の「欠陥」が存在したとの主張
が排斥された事例（８）
　損害賠償請求事件
　東京地裁　平成21年10月21日判決
　棄却（控訴）
（１）事実の概要
　本件は、被害者Ａ（故人）が、被告の輸入
した自動車（メルセデス・ベンツ SL350/ 販
売代金1133万円余）を坂道に停車し、降車し
たところ、本件自動車が後退を開始し、これ
を追いかけたAが、本件自動車が道路わきの
ガードパイプに衝突して停止した際に、車体
と運転席のドアの間に上半身を挟まれて死亡
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のトレーニング期間を経なければこのような
いわゆるスポーツカーについては安易に引き
渡しをしないぐらいの覚悟が輸入ディーラー
には求められてしかるべきであるかもしれな
いし、実際に鑑定人の資料にも、駐車ブレー
キについて安全上の配慮（設計上の配慮とあ
る。）が望まれる旨の記述があることからも、
窺い知れるのではなかろうか。単にデータ上
の結果や安全上の基準のみで判断しようとす
る姿勢には疑問の余地を禁じえない。実際に
事故が起きてしまっている点をもう少し現実
的に判断すべきではなかろうか。
　更に、事故当時、故人はまず、自社の運転
手に電話連絡をしている点も他人まかせな自
動車管理の状況を窺わせるのではなかろうか。
【２】　健康食品である粉末あまめしばを摂取
した後に閉塞性細気管支炎を発症した消費者
につき同食品の摂取と同疾患との間に因果関
係があるとされた事例（９）
損害賠償請求控訴事件
名古屋高裁　平成21年２月26日判決
控訴棄却
　本件の原審判決（平成19年11月30日・名古
屋地判　平成16年（ワ）第3089号）では、製
造物責任法3条に基づき、原審原告E（現在
は故人）の請求を一部認め、控訴人Ａの請求
も一部認めたものである。
　このため、判例検索システムより、控訴審
である本件名古屋高裁判決の判示事項の要旨
として、以下のような記述がある。（原審と
両者を比較する。）
１　健康食品である粉末あまめしばを摂取し
［結論］
原告らの主張はいずれも採用されなかった。
（₃）判旨
主文
１　原告らの請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告らの負担とする。
（₄）考察
　現実問題としては事故被害者であるＡには、
お気の毒としか言いようが無いようではある
が、さて、実際の自動車ユーザーとして、た
とえば、それまで国産の４ドアセダンを使用
していた者が、ある日突然1000万円を超える
ような高額な外国車で、しかも２人乗りのい
わゆる２シーターオープンスポーツのような
自動車に乗り、その初ドライブで事故にあっ
たということをどのように遺族は認識しよう
とするべきなのだろうか。実際の裁判では、
主に、自動車自体の欠陥について、裁判所に
よる鑑定人２名による鑑定、原告側、被告側
双方の実験結果などの資料を持ち寄って審理
がなされたようではあるが、根本的なところ
で、本件では、自動車の乗り換えによるいわ
ゆるそれまでの運転の状況とは著しく異なる
であろう運転の環境の変化などについて、
ディーラーである被告が、どの程度詳細にA
に説明していたかについては資料等からは読
み取ることができなかった。製造物責任のカ
テゴリーでいうところのいわゆる指示・警告
上の欠陥のことである。
　つまり、どれ程精巧に作られている工業製
品であっても、それを実際に使うのが生身の
人間である以上、こと、自動車に関しては常
に危険と隣り合わせな状況に変わりはないの
であるから、いくらお金を積まれても、一定
― 277 ―
消費者法分野の可能性と限界についての一考察
とされた事例
（１）事実の概要
　本件は、雑誌上で紹介された加工食品とし
てのあまめしばについて、その危険性を示さ
ず効能のみを謳っていたことから、これを信
じて呼吸器機能障害を発症したという事例で
ある。
（₂）事案の検討
　控訴審である本事例では、被告側から、あ
まめしばの摂取と閉塞性細気管支炎との関連
性否定の主張がなされた。更に、いわゆる、
開発危険の抗弁も主張されている。尚、この
ほか、素因減額として、被害者の側の疾病歴
等の関連性を主張している。
　注目すべきは、ほぼ、原告側の主張が認め
られたような観のある原審に対し、いきなり
４割減額という数字的な判断がなされたこと
であろうか。判示事項の要旨の比較すれば一
目瞭然ではあるが、体質によって判断が分か
れるのであるならば、なおのこと、本件食品
が販売されるにあたり、注意が尽くされてい
たのかという疑問が残るのではなかろうか。
（₃）判旨
主文
１　控訴人の控訴を棄却する。
２　被控訴人の控訴に基づき原判決を変更す
る。
３　被控訴人のその余の控訴を棄却する。（以
下略）
（₄）考察
　単純に比較することはできないが、同じく
疾病との因果関係を認めながら、控訴審では
た後に閉塞性細気管支炎を発症した消費者に
つき同食品の摂取と同疾患との間に因果関係
があるとされた事例
２　健康食品である粉末あまめしばに製造物
責任法２条２項の「欠陥」があるとされた事
例
３　健康食品を摂取した消費者が閉塞性細気
管支炎を発症したことにつき、疫学的見地か
ら、消費者の体質ないし素因が相当程度影響
しているとして、損害額からその４割を減額
した事例
　同じく、原審である名古屋地裁判決につい
ては、以下のような記述がある。
１　健康食品である粉末あまめしばを摂取し
た後に閉塞性細気管支炎を発症した消費者に
つき同食品の摂取と同疾病との間に因果関係
があるとされた事例
２　健康食品である粉末あまめしばが製造物
責任法２条１項の「製造物」に当たるとした
上、同食品を通常予見される使用方法に従っ
て使用した場合にも閉塞性細気管支炎が生じ
得るとして、同食品に同法２条２項の「欠陥」
があるとされた事例
３　健康食品である粉末あまめしばに発売者
として表示された者が製造物責任法２条３項
３号の「実質的な製造業者と認めることがで
きる氏名等の表示をした者」に当たるとされ
た事例
４　医学博士の肩書を有する者があまめしば
（野菜）及び粉末あまめしば（健康食品）に
関する雑誌の特集記事においてあまめしば
（野菜）の健康増進効果につき解説したこと
が、粉末あまめしばを摂取して閉塞性細気管
支炎を発症した者に対する不法行為に当たる
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（₂）事案の検討
争点について
１　製造物責任法２条１項所定の「加工」概
念について
２　製造物責任法４条１号所定のいわゆる開
発危険の抗弁について
控訴審裁判である本判決における上記論点に
対する控訴審裁判所の判断は、
１　加工については、製造物責任法の条文中
の文言についてそもそも製造物責任法の適用
要件を持ち出した控訴人の主張に対し、当該
製造物による事故について、その製造又は加
工の複雑化、高度化、技術化によるものに限
られるといった解釈を求められるような文言
はない、とし、単に、条文の字ずらをなぞる
だけのものになっていることは残念ではある。
２　開発危険の抗弁については、製造物責任
法のいう開発危険の抗弁の要件は、欠陥の認
識不可能性にとどまり、その危険排除の不可
能性を要求しているわけではない、とした上
で、控訴人のいずれの主張をも退ける結果と
なっている。
（₃）判旨
主文
本件控訴を棄却する
（₄）考察
　裁判所はこの手の事例にはあまり関わりを
持ちたくないのではあるまいか、とさえ思わ
せるような事例判断ではなかろうか。製造物
責任法は、元々が、被害者の救済に有利なよ
うにプログラムされている法律ではあるが
（いわゆる、立証責任の転換など。）、それでも、
まさにさまざまな製品事故をこの法律１つで
対応する、ということは、元々物理的に不可
一気に賠償額の４割減額というのはいささか
性急すぎるのではなかろうかというきらいも
ある。控訴審裁判所の判断としては、きわめ
て稀なケースということも判断材料とされた
のであろうが、そもそも健康食品の功罪とい
うものにも踏み込んでもらいたいと思う余地
はある。最近では国内未承認薬をさまざまな
ルートで個人に限らず輸入するケースも考え
られるので、この点食品安全委員会など、消
費者庁を含む関係部局の活動が期待されるの
ではなかろうか。
【３】　イシガキダイPL事件控訴審判決（10）
損害賠償請求控訴事件
東京高裁　平成17年１月26日判決
控訴棄却
（１）事実の概要
　本件は、被控訴人らが、控訴人の経営する
割烹料亭において控訴人が調理したイシガキ
ダイ料理を食したところ、これに含まれてい
たシガテラ毒素を原因とする食中毒に罹患し、
健康被害を受けたとして控訴人に対して製造
物責任または瑕疵担保責任に基づく損害賠償
の請求をしたものである。控訴人は、製造物
責任法２条所定の「加工」概念について争い、
また開発危険の抗弁についても主張したが、
原審は、控訴人に製造物責任を認め、被控訴
人らの請求が一部認められたため、控訴人が
敗訴部分の判断を不服として控訴し、被控訴
人らは損害額の認定に不服があるとして附帯
控訴をしたものである。
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（１）事実の概要
　本件は、就業規則その他の一般サラリーマ
ン社会においては日常的に行われている人事
異動の形態をとってはいるが、実際には、原
告主張によれば、取引先会社社員の度重なる
引き抜きが将来的に所属会社にとって好まし
いことではない、という趣旨の進言を呈した
原告が、意に反して報復とも取れる配置転換
を命じられてことによる事件である。
（₂）事案の検討
争点について
１　就業規則について
２　業務上の必要性について
３　公益通報への報復について
４　原告の被った不利益について
（₃）判旨
主文
原告の請求をいずれも棄却する。
（₄）考察
　いまだ機は熟さずとしか言えないようでは
ある。しかし、このような事例が表に出てく
るようになったこと自体がある意味公益通報
者保護法の副次的産物と言えないことはない
かもしれない。資料等から窺い知れるところ
では、本件事例では、単に、自社内の問題と
してではなく、取引先との関係・特にいわゆ
る引き抜きと受注など、我が国のいわゆる
メーカーといわれる企業がいつでもその当事
者となりかねない危険性と可能性を秘めてい
る点を、本件の原告は図らずも我々の目の前
に、訴訟という形で指し示してくれたのでは
なかろうか。現実には、就業規則の解釈や、
労働組合との関係、他社との取引関係など、
能な部分が内在化されていることは、誰の目
にも明らかであろうに、本件においても、た
とえば、本件における製造物が、安全性が強
く求められる食品であり、本件毒素が人体に
与える影響が決して小さいものとはいえない
こと、本件料理提供にあたり、該中毒に関す
る表示・警告は一切なかったこと、などで「欠
陥」に当たらないということはできない。と
するならば、前記【１】の事例などはまさに
その点も検討すべきではなかったのであろう
かと思われてならない。裁判所によって、ま
た担当する裁判官によって判断にぶれが生じ
る余地があるのでは法律そのものに対する信
頼関係が損なわれてしまう可能性さえ否定は
できないのではなかろうか。製造物責任法関
連の事例分析には常に、当たり外れがあるよ
うな気がしてならないのはなぜだろうかとさ
え思われれのである。
四	 注目すべき公益通報者保護法適用事
例について
　前稿でも指摘しておいたように、これまで
は主に労働関係についてのみ目が行きがちで
あった観の拭えない公益通報者保護法ではあ
るが、ようやく消費者法の分野からも注目に
値する判決が現れ始めているのではなかろう
か。筆者の情報収集能力や紙幅そのほかの事
情により網羅的な考察は不可能に近いがそれ
でも問題点の指摘は十分に可能と考えてあえ
て考察を進めることとする。
　オリンパス事件判決（11）
配転命令無効確認等請求事件
東京地裁　平成22年１月15日判決
請求棄却（控訴）
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い限り現状のまま生き続けているものではあ
るし、また消費者の利益・そして安全をおび
やかすあらゆる事件・事故のたぐいは起き続
けているのである。
　かつてない程の消費者法の盛り上がりは、
一方で民法それ自体への改正の可能性の方に
研究者が気を取られているうちに実務家や消
費者団体が旗振り役となって既成事実が積み
重ねられているのではなかろうかという不安
もあながち拭いきれないのではなかろうか。
問題は、いかにして係争中の裁判に勝つか、
ではなく、いかにして誰もが不安なく活用で
きる汎用化されたルールを構築するか、とい
う点にも思いをいたしたいものではある。
註
（１） 拙稿「公益通報者保護法の新しい可能性につ
いての一考察　～消費者庁発足に伴い新しい扉は
開かれるのか～」埼玉学園大学紀要　人間学部篇
　第９号　207頁以下（2009年）。個別の参考文献
等はそちらに譲る。
（２） 消費者庁は、独自のホームページを持ち、他
の官庁との連携を取りながら情報の発信と一般か
らの意見の汲み上げを同時に行ってはいるようで
はある。このような取り組みは、これまでは役所
の方が必要と思うときにのみパブリックコメント
などの形で散発的に行われていたときよりは進化
の跡が感じられる。またこれまではあまり目にす
ることのなかった携帯サイトやメールの発信など、
受け手の側の利便性の向上にも取り組む姿勢を見
せている。
（３） 消費者庁に関しては提言・期待から、意見表
明に類似する記述を目にするようになりつつある。
これも時間の経過の表れかもしれない。現実問題
としてその存在はそれ自体価値のあることかもし
れないが。
（４） 消費者委員会には、さまざまな立場の委員が
複雑な要素が日常的な企業活動の場面では行
われていることは想像に難くはないが、内部
情報のリークや、危険情報の積極的な公開な
どは、ひとり実業の世界だけの問題ではない
はずであり、特に、企業内の危険情報の抽出
は、公益通報者保護法の隠れた目的の一つと
いっても過言ではないだけに、今回の事例か
ら学ぶべき点は多いものと思われる。ただし、
いまのところ、社内におけるまさに労使問題
の域に踏みとどまっているような様相を呈し
ているだけに、さらなる進化を期待している
ものではある。
五	 今後の展望（12）～消費者立法どおしの
連関についての期待と不安～
　以上の考察を通して、消費者保護立法とし
て本来的には軌を一にすると見られるような
２つの法律が、実は所管する・あるいはそれ
を縄張りとでもしたいかのような役所のご都
合主義によって隣り合っているはずの扉が開
かなかったり、あるいは見過ごされる可能性・
危険性が、どれ程本来的な保護の対象である
消費者の被害を拡大する、言い方を変えれば
見殺しにでもするかのような状況の続く可能
性があるかということは予測可能性が低くは
ないことは明白なのではなかろうか。果たし
てこれが消費者の保護のための役所のあり様
なのかと改めて疑問を差し挟まざるを得ない
のである。しかし、これが現実のものだとす
るならば、再び政権交代を望むしかないのか、
とは一概には言えず、むしろ粘り強く意見表
明や提言をあらゆるチャンネルを通して発信
していくしかないのではなかろうかという期
待とも、不安とも言いきれない状況にひとま
ず落ち着くしかないのかもしれない。それで
も、こうしているうちにも法律は改正されな
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ど、問題点は多いという印象を受けている。判決文
や訴状等の詳細な資料は現時点では未見のため、詳
細については言及の仕様がないが、たとえば、凍ら
せたもの、とか、とにかくＰＬ法とかいう場当たり
的な訴訟が行われていたとすれば、却って棄却判決
が下された意義は大きいかもしれない。もちろん、
犠牲になった被害男児本人に落ち度があったとは考
えにくいことは言うまでもないことではあるが。被
害者のご冥福を心からお祈りしつつ、控訴審での更
なる真相の解明を祈らずにはいられない。将来の被
害者を一人でも減らすためにでもある。尚、この問
題を巡っては、現在、消費者庁も指標作りを進行さ
せており、また消費者委員会も法整備の検討の必要
性を提言しているとのことである。読売新聞 平成22
年11月17日夕刊。
平成22年９月26日脱稿
活躍の場を有しているようではある。また論稿も
多いのがこれまでの類似の機関との差ではなかろ
うか。
（５） ようやく消費者法判例百選なども刊行される
ようになった。（2010年）
（６） 民法改正については既成事実なのかもしれな
いが、法務省の中だけの問題ではないので、もう
少しいわゆる情報公開をしていただきたいと思わ
ざるを得ない。国民的な合意が形成されなければ、
再び選挙の結果次第という事態にもなりかねない
ことは今では誰もが認めるところではなかろうか。
また、メンバーにあらざれば・・・という状況で
ないことを期待するものではある。
（７） 『法の実現における私人の役割』参照（1987年）。
（８） 判例時報2069号67頁以下（2010年）、判例タイ
ムズ　No.1320　246頁以下（2010年）。
（９） 裁判所ホームページ　判例検索システムより
入手可能。
（10）D １－Law.com 判例体系　より入手可能。現
代消費者法　第２号　92頁以下に朝見行弘先生の
評釈がある（2009年）。
  尚、前掲注（５）の消費者法判例百選で、一
審判決が紹介されている。166頁以下（2010年）。
参考文献欄では、筆者の研究も紹介されている。
（11）判例時報2073号137頁以下（2010年）、労働経
済判例速報2067号３頁以下（2010年）。
（12）本来的に望ましい消費者保護関連立法どおし
の連関としては、並立か、共存共栄か、無関心か、
さまざまな立ち位置があるのかもしれない。
  こうした中、新しい考え方を示す研究書とし
て岩間康夫『製造物責任と不作為犯論』（2010年）
に接することができた。法律の分野もバリアフ
リー化が進むべきことは、硬直化を避ける意味で
も期待されてしかるべきではなかろうか。
【追　記】
　本稿校正中に、いわゆる、「こんにゃくゼリー」の
損害賠償請求事件判決があり、神戸地裁姫路支部は、
原告側の請求を棄却する判決を下した模様である（平
成22年11月17日）。原告側は、控訴したようではある
が、１歳９か月の男児に対する当該ゼリーの与え方な
